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平成 31 年度の予算編成方針について（通知） 

 

平成 31 年度の予算編成にあたっては、下記の方針に基づいて進めることとする。 

十分留意のうえ、創意と工夫のもとで予算編成にあたるよう通知する。 

 

 

記 

 

１ 経済動向、国・地方財政の動向 

我が国の経済は、堅調な企業収益、雇用・賃金を中心に緩やかな回復基調が続いており、

今回の回復の長さは戦後２番目となっている可能性が高い。また、ＧＤＰの約６割を占め

る個人消費の伸びも 29年度には 3 年連続のプラスになり、力強さは欠くものの、持ち直し

が続いている。 

しかし、国では「経済再生なくして財政健全化なし」の方針のもと、経済政策の強化に

より、2025 年度までに国・地方を合わせたプライマリーバランス（基礎的財政収支）を黒

字化することを目標としているが、伸び続ける社会保障経費等の影響もあり、目標年度の

先延ばしが続くなど、先行きは不透明である。 

そうした中、政府は、今後３年で実行する社会保障制度改革の具体策や目標時期を盛り

込んだ「行程表」を定める予定としている。 

また、地方財政については、国の取り組みと基調を合わせて歳出の重点化・効率化に取

り組むとともに、安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、30 年度の地方

財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することとしている。 

国の 31 年度予算は、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」を踏まえ、消費税率引上げ

に伴う需要変動に対応しつつ、人づくり革命及び生産性革命や地方創生等の重要課題への

メリハリの効いた予算配分等を推進することとしている。 

 



 

  

２ 本市の財政状況等 

本市の財政は、29 年度決算においては、普通交付税等の依存財源が 28 年度に引き続き

減収となったものの、歳出においては、扶助費等が増加する中で、他の歳出の抑制に努め

た結果、基金の取り崩し額を前年比で 15.8 億円圧縮しつつ、4.1 億円の実質黒字を計上し

たところである。しかし、基金残高は依然として前年度比で 4.9 億円減少し、65.1 億円と

なっており、今後も引き続き、基金の取り崩しを抑制していく必要がある。 

30 年度は固定資産税などの減収により、市税全体でも減少が見込まれるとともに、地方

交付税も前年度より減少している。 

第 4 次総合計画の着実な推進を下支えするために、29 年度から取り組んでいる行財政構

造改革方針の目標である「31 年度までに一般財源の歳出規模を 260 億円程度に圧縮する」

ことについては、30 年度予算において前倒しで達成することができたものの、本年 5 月に

公表した中期財政収支見通し 2018 によると、31 年度推計では依然として約 1.5 億円の収

支不足が想定されている。また、36 年度以降、歳入は 250 億円を下回る程度にまで減少す

ることが見込まれていることから、引き続き歳入に見合った歳出構造への見直しを進めて

いく必要がある。 

このことを前提に、31年度予算は、次の基本的な考え方に基づき編成を行うこととする。 

３ 予算編成の基本的な考え方 

２のとおり、本市の財政を取り巻く環境が一層厳しさを増している中にあっても、市制施

行60周年という節目の年を迎えた30年度を「成長から成熟へ」の本格的な転換の年として位

置付け、「人づくり」を下支えとして、「地域の創生」、「まちの再生」、「人と人との共生」と

いったまちの成熟のための取り組みを進めてきた。 

平成31年度においては、この方向性をさらに明確にするとともに、持続可能なまちづくり

のビジョンを市民の皆さんと共有しつつ、目指すべき成熟都市「明日の風がみえるまち三田」

をより具体的に提示できるよう、重点課題の取り組みと行政運営の課題解決を両立させる予

算編成とする。 

＜＜＜＜平成平成平成平成33331111年度重点事項年度重点事項年度重点事項年度重点事項＞＞＞＞    

総括方針総括方針総括方針総括方針「「「「成熟都市成熟都市成熟都市成熟都市のののの実現実現実現実現にににに向向向向けけけけ、、、、未来未来未来未来へのへのへのへの道筋道筋道筋道筋をををを示示示示すまちづくりすまちづくりすまちづくりすまちづくり」」」」 

重点課題① 地域の創生  

重点課題② まちの再生  

重点課題③ 人と人との共生 

重点課題④ 三田版総合戦略の成果検証と次代への新たなチャレンジ 



 

  

行政運営の課題 行財政構造改革の推進  

４ 予算編成の方法について 

歳出予算の類型ごとに上限（フレーム）を設定（別表参照）し、その総額を 257.5 億円

とする。 

(1)  スマートセレクト対象経費 

 ア スマートセレクトの対象事業については、施策ごとに定められたフレームを順守し、

検証結果に基づき予算要求を行うこと。 

イ 検証後に新たな事由により生じた事務事業のうち、スマートセレクトの対象事業と

なるべきものについては、その旨を明示した上で予算要求を行うこと。なお、当該予

算要求により事業費等が増加する場合は、当該施策を構成する事務事業の再構成や事

業費の見直し等により、当該施策について定められたフレームを順守すること。 

ウ 検証による結果が確定していない対象事業については、詳細の取扱いについて別途

通知するため、当該通知に基づき予算要求を行うこと。 

 

 (2) 未来への投資枠、事務改善枠 

※ア、イいずれも検証会議での結果に基づき予算要求を行うこととする。 

  ア 未来への投資枠 

中長期的な視点で歳入の増加又は歳出の抑制につながるものなどで定量的に効果

が測定できる新規・拡充事業についての予算枠であり、次年度以降、所期の効果が

生じたものについては経常化する一方で、効果が生じなかった事業は廃止すること

とする。 

  イ 事務改善枠 

     事務改善等への効果が見込まれる一時的な経費（業務改善につながるシステム導

入経費等）についての予算枠とする。 

  

 (3) 他会計支出金 

     一般会計からの支出対象となる事業について、ゼロベースで要求内容を査定し、予

算フレーム内におさめる。 

 

 (4) 臨時的経費、投資的経費、人件費（スマートセレクト対象経費を除く） 

     類型ごとのフレームの範囲内で、要求内容を査定し、予算フレーム内におさめる。 

 

５ 予算のフレーム（別表） 

一般会計全体の予算フレーム（一般財源額ベース）を下記のとおりと見込み編成する。 

【歳入】 

① 市税 



 

  

30 年度収入見込みでは当初予算より、固定資産税の増加は見込めるものの、個人市民

税は減少を見込む。31年度においても市税全体としてはほぼ同程度を見込む。 

② 地方交付税等 

国の「経済財政運営と改革の基本方針 2018」で示された、「新経済・財政再生計画」を

踏まえ、地方の一般財源総額は、30 年度地方財政計画の水準を下回らないよう同水準を

確保するとされている。地方交付税、臨時財政対策債については、30 年度見込みを基準

に地方財政計画及び制度改正等を勘案のうえ見込む。 

地方譲与税、地方交付金については、31 年 10 月から予定されている消費税率 10％へ

の引き上げを前提に、地方消費税交付金の増額などを見込む。 

【歳出】 

限られた財源の中で前年度当初予算額等を勘案し、分類されたフレーム毎に上限額を

設定する。予算編成過程での国・県制度改正等に適切に対応するための調整財源及び今

後の公共施設の改修・更新により必要となる経費の増嵩に備える公共施設マネジメント

対応財源として、あわせて 2.7 億円を確保するなど、歳入に見合った歳出の予算フレー

ムを設定する。 

 



【【【【単位単位単位単位：：：：億円億円億円億円】】】】

①市税 175.0175.0175.0175.0 174.1174.1174.1174.1 174.2174.2174.2174.2 △ 0.8△ 0.8△ 0.8△ 0.8

②地方譲与税＋交付金 29.129.129.129.1 29.129.129.129.1 30.230.230.230.2 1.11.11.11.1

③地方交付税等 42.942.942.942.9 43.843.843.843.8 43.143.143.143.1 0.20.20.20.2

【当初対比】

地方交付税27.9→28.2

臨時財政対策債15.0→14.9

④諸収入等 3.63.63.63.6 7.77.77.77.7 3.73.73.73.7 0.10.10.10.1

【30見込み】

繰越金4.1含む

⑤基金繰入金 9.09.09.09.0 9.19.19.19.1 6.36.36.36.3 △ 2.7△ 2.7△ 2.7△ 2.7

【当初対比】

財調1.4→0

公共NT等7.6→6.3

合計 259.6259.6259.6259.6 263.8263.8263.8263.8 257.5257.5257.5257.5 △ 2.1△ 2.1△ 2.1△ 2.1

①スマートセレクト対象経費

（新規拡充を含む）

77.977.977.977.9 △ 3.6△ 3.6△ 3.6△ 3.6

施策的経費・扶助費・管理経費に加

えて、500万円未満の臨時的経費、

経常的な投資経費を含む。

②未来への投資枠

事務改善枠

1.01.01.01.0 1.01.01.01.0

未来投資：中長期的な視点で効果

が見込まれる新規・拡充事業、

事務改善：事務改善効果の高い一

時的経費

③臨時的経費 3.03.03.03.0 △ 0.3△ 0.3△ 0.3△ 0.3 500万円以上の臨時的経費のみ

④投資的経費 3.83.83.83.8 △ 0.2△ 0.2△ 0.2△ 0.2

臨時的及び年度間の変動が大きい

投資的経費のみとする。

⑤人件費 69.069.069.069.0 △ 0.5△ 0.5△ 0.5△ 0.5

⑥公債費

立替施行償還金

45.445.445.445.4 △ 0.2△ 0.2△ 0.2△ 0.2

⑦他会計支出金 52.052.052.052.0 △ 1.0△ 1.0△ 1.0△ 1.0

⑧調整財源＋公共施設マネ

ジメント対応財源

2.72.72.72.7 2.72.72.72.7

全体の調整財源及び公共施設マネ

ジメント対応財源として確保

⑨議会費 2.72.72.72.7 0.00.00.00.0

※議決機関であることから他の歳出

類型と区分する。

合計 257.5257.5257.5257.5 △ 2.1△ 2.1△ 2.1△ 2.1

53.053.053.053.0

0.00.00.00.0

2.72.72.72.7

259.6259.6259.6259.6

81.581.581.581.5

－－－－

3.33.33.33.3

4.04.04.04.0

69.569.569.569.5

45.645.645.645.6

30当初予算30当初予算30当初予算30当初予算

(ａ)(ａ)(ａ)(ａ)

31当初予算31当初予算31当初予算31当初予算

(ｂ)(ｂ)(ｂ)(ｂ)

対前年度当初対前年度当初対前年度当初対前年度当初

(ｂ)-(ａ)(ｂ)-(ａ)(ｂ)-(ａ)(ｂ)-(ａ)

備考備考備考備考

平成平成平成平成３１３１３１３１年度当初予算年度当初予算年度当初予算年度当初予算フレームフレームフレームフレーム（（（（歳入一般財源歳入一般財源歳入一般財源歳入一般財源ベースベースベースベース））））

30当初予算30当初予算30当初予算30当初予算

(a)(a)(a)(a)

30見込30見込30見込30見込みみみみ

(b)(b)(b)(b)

31当初予算31当初予算31当初予算31当初予算

(c)(c)(c)(c)

対前年度当初対前年度当初対前年度当初対前年度当初

(c)-(a)(c)-(a)(c)-(a)(c)-(a)

備考備考備考備考

※

※２５９．７（繰越金除く）

歳入歳入歳入歳入

歳出歳出歳出歳出

別表


